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広報かみ平成２４年１０月号 広報かみ平成２４年１０月号 １８１９

第２次行政改革実施計画（平成２３年度～２７年度）の進捗状況について、

取り組みと成果を報告します。

▲災害研修の様子。東日本大震災の被災地に派遣された県　

　・市の職員を講師に、避難所運営等について学びました。

※市税（国保除く）の現年課税分と
　滞納繰越分の合計額

行政改革推進中！
最少の 最大の に向けて

経費
　で

住民福祉
　の実現

健
全
財
政
へ
の
進
化
に
向
け
て

組
織
・
機
構
の
充
実
を
図
り
ま
し
た　

（
１
）
財
政
状
況
の
公
開　
　

　

健
全
財
政
を
判
断
す
る
各
種

財
務
指
標
を
広
報
誌
と
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
公
開
し
て
い
ま
す
。

（
２
）
定
員
管
理
の
適
正
化　

　

平
成
24
年
４
月
１
日
現
在
で

目
標
数
404
人
に
対
し
て
、
実
職

員
数
403
人
で
、
合
併
時
（
平
成

18
年
４
月
１
日
）
と
比
較
す
る

と
31
人
の
減
で
削
減
率
は
7.2
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
３
）
予
算
配
分
の
重
点
化　

　

市
民
ニ
ー
ズ
に
沿
っ
た
重
要

度
・
緊
急
度
の
高
い
事
業
を
最

優
先
し
、
新
庁
舎
の
建
設
・
学

校
の
耐
震
化
・
防
災
倉
庫
の
建

設
の
ほ
か
、
南
国
市
・
香
南
市

と
の
共
同
利
用
型
住
民
情
報
シ

ス
テ
ム
の
構
築
を
行
い
ま
し
た
。

（
４
）
自
主
財
源
の
確
保　
　

　

滞
納
整
理
の
着
実
な
実
施
に

よ
り
徴
収
率
の
向
上
を
目
指
し

ま
し
た
。

（
５
）
市
有
財
産
の
有
効
活
用

　

100
万
円
以
上
の
市
有
地
１
件

を
売
却
し
た
ほ
か
、
公
共
用
地

の
先
行
取
得
を
行
う
香
美
市
土

地
開
発
公
社
を
解
散
し
ま
し
た
。

職
員
の
意
識
改
革
と
人
材
育
成
の
推
進

（
１
）
職
員
の
意
識
改
革

　

職
員
の
意
識
改
革
に
つ
な
が

る
研
修
と
し
て
、
災
害
・
接

遇
・
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
・
人
事

評
価
・
人
権
の
５
つ
の
分
野
に

お
い
て
、
全
職
員
を
対
象
に
研

修
を
実
施
し
ま
し
た
。

（
２
）
人
材
育
成
の
推
進　
　

　

県
内
の
市
町
村
で
運
営
す
る

こ
う
ち
人
づ
く
り
広
域
連
合
の

能
力
向
上
・
研
修
に
24
人
が
、

県
外
で
の
専
門
研
修
に
13
人
が

参
加
し
ま
し
た
。　

（
３
）
人
事
評
価
制
度
の
推
進

　

市
役
所
の
全
職
員
を
対
象
に

人
事
評
価
を
実
施
し
ま
し
た
。

年
度
の
目
標
を
定
め
、
所
属
長

と
の
面
談
や
、
目
標
と
す
る
職

員
像
に
沿
っ
た
評
価
シ
ー
ト
を

作
成
し
、
自
己
評
価
お
よ
び
所

属
長
評
価
を
行
い
ま
し
た
。

市
民
参
画
と
協
働
の
ま
ち
づ
く
り

（
１
）
行
政
情
報
等
の
共
有
化

　

市
役
所
の
住
民
向
け
広
報
誌

で
あ
る
広
報
香
美
が
、
広
報
委

員
会
の
編
集
に
よ
り
、
前
例
に

と
ら
わ
れ
な
い
、
新
た
な
ア
イ

デ
ア
に
満
ち
た
誌
面
で
情
報
発

信
が
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま

し
た
。

（
２
）
市
政
へ
の
参
画
機
会
の

　
　
　

拡
充　

　

今
年
４
月
に
市
民
憲
章
を
策

定
し
た
ほ
か
、
公
聴
機
能
の
充

実
を
図
る
た
め
、
振
興
計
画
と

市
民
憲
章
の
策
定
時
に
パ
ブ
リ

ッ
ク
コ
メ
ン
ト※

を
実
施
し
ま

し
た
。

※

行
政
が
政
策
・
制
度
等
を
決

定
す
る
際
に
市
民
か
ら
の
意
見

の
公
募
を
行
う
こ
と
。

（
３
）
自
治
組
織
等
の
維
持
・

　
　
　

活
性
化　
　

　

集
落
維
持
や
地
域
活
性
化
に

関
わ
る
活
動
を
促
進
す
る
た
め

に
、
今
年
１
月
か
ら
物
部
町
久

保
・
大
西
・
南
池
地
区
を
担
当

と
す
る
地
域
づ
く
り
支
援
員
１

人
を
配
置
し
ま
し
た
。

（
４
）
公
共
施
設
の
適
正
運
用

　

小
規
模
校
の
再
編
な
ど
、
市

内
の
小
中
学
校
の
適
正
配
置
を

検
討
す
る
学
校
適
正
規
模
検
討

委
員
会
を
設
置
し
、
提
言
を
基

に
市
で
協
議
を
重
ね
た
結
果
、

来
年
４
月
か
ら
繁
藤
中
が
鏡
野

中
に
、
繁
藤
小
が
香
長
小
に
、

佐
岡
小
が
片
地
小
に
統
合
さ

れ
、
統
合
予
定
の
３
校
は
休
校

に
な
る
予
定
で
す
。　

（
１
）
組
織
の
簡
素
効
率
化　

　

市
役
所
新
庁
舎
の
完
成
に
よ

り
、
分
散
さ
れ
て
い
た
庁
舎
が

一
つ
に
な
り
、
窓
口
を
一
元
化

す
る
こ
と
に
よ
り
、
利
用
し
や

す
く
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
ま

ち
づ
く
り
の
設
計
図
と
も
い
え

る
振
興
計
画
策
定
時
に
、
各
課

を
横
断
す
る
専
門
委
員
会
等
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
を
設
置

し
ま
し
た
。

（
２
）
広
域
的
行
政
の
推
進　

　

南
国
市
・
香
南
市
・
本
市
で

共
同
利
用
型
住
民
情
報
系
シ
ス

テ
ム
を
構
築
し
、
今
年
１
月
か

ら
稼
働
し
て
い
ま
す
。

事
務
事
業
の
見
直
し
に
つ
い
て　

（
１
）
事
務
事
業
評
価
制
度
の

　
　
　

充
実
強
化　
　
　
　
　

　

事
務
事
業
評
価
制
度
と
は
、

行
政
が
実
施
す
る
施
策
や
事
務

事
業
に
つ
い
て
、
目
的
を
明
確

に
し
な
が
ら
行
政
自
ら
が
住
民

の
視
点
に
立
ち
、
事
業
等
の
成

果
を
数
値
化
し
、
客
観
的
に
評

価
・
検
証
を
行
う
も
の
で
、
そ

の
結
果
を
継
続
的
に
行
政
活
動

に
反
映
さ
せ
る
仕
組
み
で
す
。

市
で
は
、
具
体
的
な
取
り
組
み

に
向
け
て
調
査
を
実
施
し
て
い

ま
す
。

（
２
）
事
務
事
業
の
見
直
し　

　

中
央
東
県
税
事
務
所
管
内
に

お
い
て
、
年
々
増
加
す
る
滞
納

税
を
徴
収
す
る
専
門
機
関
で
あ

る
債
権
管
理
機
構
の
設
置
に
つ

い
て
、
設
置
準
備
作
業
を
実
施

し
、
南
国
・
香
南
・
香
美
租
税

債
権
管
理
機
構
を
今
年
４
月
１

日
に
発
足
さ
せ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
選
挙
区
を
１
区
削
減

し
ま
し
た
。

（
３
）
民
間
委
託
等
の
推
進　

　

市
の
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
を
民

間
委
託
す
る
に
あ
た
り
、
具
体

的
な
取
り
組
み
に
向
け
て
調
査

を
実
施
し
ま
し
た
。

（
４
）
指
定
管
理
の
実
施

　

合
併
時
は
市
の
所
有
す
る
施

設
の
う
ち
、
９
施
設
の
指
定
管

理
を
行
っ
て
い
ま
し
た
が
、
平

成
24
年
４
月
現
在
で
は
42
施
設

を
指
定
管
理
し
て
い
ま
す
。

図１）市役所職員の削減状況
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図２）各年度における徴収税額※の状況
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　行政改革の計画策定や、進

捗状況を確認する機関として

設置されている香美市行政改

革検討委員会の意見は次のと

おりです。

◆健全財政への進化

自主財源の確保、税などの徴

収について、公平性の原則に

基づいて、継続した努力を行

うこと。

◆組織・機構の充実

近隣市施設の相互利用を検討

すること。

◆事務事業の見直し

施設の有効活用と新たな広告

収入を検討すること。

◆職員の意識改革と人材育成

職員の意識改革として、モチ

ベーションの維持・向上と、

そのために管理職の管理能力

を向上させること。

人事評価制度を定着させ、推

進すること。

◆市民参加と協働のまちづくり

男女共同参画の目標達成に向

けての努力を行うこと。

地域支援員の増強と、職員と

地域住民のコミュニケーショ

ンを強化すること。

意見・提言意見・提言検討委員会検討委員会 意見・提言意見・提言検討委員会
行政改革行政改革行政改革 意見・提言

■問い合わせ先

　政策企画財政課

　☎５３－３１１４

※

内
容
は
平
成
23
年
度
実
績
に
つ
い
て


